
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の令和６年度実施計画 

に係る事業の実施状況等について 

令和８年５月 28 日 

高知県総務部財政課 

 

 １．物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金について  

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（以下、「交付金」という。）は、エネルギー・食料
品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対し、各地方公共団体が地域の実情に合
わせて必要な支援をきめ細かに実施できるよう措置されているものです。 

本県においては、物価高騰の影響を受けている地域経済や住民生活の支援等の事業実施に係
る実施計画を作成し、これに基づき交付金を活用しています。今般、令和６年度実施計画に記載
している事業が完了しましたので、その実施状況等について概要を公表するものです。 

 

 ２．交付実績  

  交付金充当経費：2,367,512 千円 
  事業期間：令和６年４月１日～令和７年 12 月 26 日 
 

 ３．事業の実施状況及び効果  

  各充当事業の実施状況及び効果については、別紙一覧表のとおりです。



令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画対象事業の事業実績及び効果検証

実施
計画
No

事業名 事業概要
事業
開始
年月

事業
完了
年月

対象事業費
（単位：千円）

交付金充当額
（単位：千円）

事業実績 成果 担当部局 担当課

11
バス運転士等確保
支援事業

燃料費等の物価高騰により、県内のバス
事業者等が影響を受けている中、事業者
が行う、運転手等による人材確保の取組
を支援する。

R6.4 R7.3 1,600 1,600

県内の乗合バス事業者、軌道事業者、空
港グランドハンドリング事業者が実施す
る人材確保の取組を支援
・３事業者（1,600千円）

燃料費等の物価高騰により、経営悪化の
長期化が見込まれる中で、県内のバス事
業者の運転士等の人材確保の取組を支援
した。

総合企画部 交通運輸政策課

12 バス運行対策事業
燃油価格高騰や資材価格高騰等による影
響を受けた県内乗合バス事業者の負担軽
減を図るため、運行経費等を支援する。

R6.8 R7.3 437,885 103,424

県内乗合バス事業者に対して、運行経費
等を支援
・３事業者（103,424千円）

燃油価格や資材価格の高騰により増加し
た、運行経費等を軽減した。

総合企画部 交通運輸政策課

13
公共交通活性化緊
急支援事業

燃油価格高騰や資材価格高騰等による影
響を受けた空港連絡バス運行事業者の利
便性向上にかかる取り組みを支援する。

R6.6 R7.2 16,836 16,836

県内空港連絡バス運行事業者に対して、
利便性向上にかかる取組を支援
・２事業者（16,836千円）

燃油価格や資材価格が高騰している中で
も、公共交通を維持するために利便性向
上にかかる取組を支援した。

総合企画部 交通運輸政策課

14
軌道維持特別対策
事業

燃料費や、資材単価の高騰による影響を
受けた事業者に対し、軌道の安全確保に
向けた施設等の修繕費を支援する。

R6.4 R7.3 32,000 32,000

軌道事業者に対して、軌道施設の修繕費
を支援
・１事業者（32,000千円）

燃料価格や資材価格の高騰を受けて増加
した、軌道施設の修繕費を軽減した。

総合企画部 交通運輸政策課

15
高知県こども・子
育て応援環境整備
事業広報事業

物価高騰により県内企業が影響を受けて
いる中、子育て家庭を応援する取組を実
施する県内の事業者等を支援する高知県
こども・子育て応援環境整備事業費補助
金の広報を実施する。

R6.8 R7.3 3,998 3,998

民間企業等に向けたセミナー（アーカイ
ブ配信）の開催やチラシの制作・配布、
テレビＣＭの放送、WEB広告の配信によ
り事業内容の周知を実施。

セミナーにおいて、企業担当者に子育て
支援のビジネスモデルについて理解を深
めていただいた。また、様々な広報媒体
を用いることで、広く周知することがで
きた。

子ども・福祉
政策部

子育て支援課

16
高知県こども・子
育て応援環境整備
事業

物価高騰により県内企業が影響を受けて
いる中、県内の事業者等が実施する子育
て家庭に優しい環境整備やこれまでの
サービスにとらわれない子育ての負担感
などの意識を変える子育て支援サービス
を開発する民間事業者等の取組を支援す
る。

R6.8 R7.3 4,793 4,793

子育て家庭に優しい環境整備等を実施す
る県内事業者を取組内容に応じて支援。
【子育て応援枠】
 22事業者（3,793千円）
【家事育児サポート枠】
 １事業者（1,000千円）

ベビーカー等の物品購入費など環境整備
に係る事業者の負担を軽減できた。

子ども・福祉
政策部

子育て支援課

17
私立学校授業料臨
時特例支援事業

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の
影響を受けた生活者を支援し、保護者の
負担軽減を図るため、低所得世帯の生徒
に対する授業料減免を拡充し、減免措置
を行った学校法人に支援する。

R6.4 R7.3 32,808 32,808

授業料減免措置を行った学校法人を支援
・中学校：6校91人 27,688千円
・小学校：1校6人  1,062千円      
・高等学校(専攻科)：1校23人 4,058千円

物価高騰等に直面する生活者への支援を
行い、児童・生徒の就学の機会の確保に
つなげることができた。

文化生活部 私学・大学支援課
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19
食品加工高度化支
援事業

エネルギー価格上昇や物価高騰などによ
り影響を受けている飲食料品製造事業者
に対して、事業継続に必要となる施設整
備や機器等の購入に要する費用を支援す
る。

R6.4 R7.3 13,887 13,887

県内の食品加工事業者が生産性向上のた
めに必要となる機器の導入や、衛生管理
の向上に要する経費を補助
・補助対象（交付先）：事業者
・交付件数：13件（13事業者）

生産性向上のための設備投資や、衛生管
理向上のため環境整備、商品開発・改良
の支援により、県産品の外商拡大に繋
がった。

産業振興推進
部

地産地消・外商課

20
ものづくり省力化
投資支援事業

原油やエネルギー価格等の物価高騰によ
り、県内企業が影響を受けている中、県
内中小企業者等が生産性の向上、業務の
効率化等を図ることを目的として行う設
備投資を伴う省力化推進の取組を支援す
る。

R6.4 R7.3 439,537 439,537

高知県内の中小企業者等が生産性の向上
や業務の効率化等を図るために行う設備
投資を伴う省力化推進の取り組みを支援
することにより、持続的な賃上げに向け
た環境整備、ひいてはDXを含む新たな産
業構造への転換を促進するため、補助を
行った。
■交付件数：36件
 交付金額：425,834千円※事務費除く

高知県内の中小企業者等の持続的な賃上
げ、DXを含む新たな産業構造への転換促
進に寄与した。

商工労働部 工業振興課

21
商店街人流計測機
器導入等支援事業

物価高騰等の影響を受けている商店街に
おいて、デジタルデータを活用した経営
課題の解決、活性化につながる新たな取
組の企画立案等の促進を図り、商店街の
活性化につなげるため、人流計測機器の
導入等を支援する。

R6.4 R7.3 10,796 10,796

物価高騰などの影響を受けている商店街
において、デジタルデータを活用した経
営課題の解決、活性化につながる新たな
取り組みの企画立案等の促進を図り、商
店街の活性化につなげるため、人流計測
機器の導入を支援し、高知市中心商店街
の５カ所にAiカメラを設置した。

日々の人流データの取得と蓄積により、
店主の感覚に頼る経営から、データに基
づく経営へと転換を図ることができ、商
店街活性化に寄与した。
具体的には、よさこい祭りの人流データ
を分析することで、ターゲットにあわせ
た情報発信やメニュー開発などのマーケ
ティングが可能となり、R7年度の個店の
売り上げ増に寄与した。

商工労働部 経営支援課

22
商店街デジタル化
支援事業

物価高騰等の影響を受けている商店街に
おいて、新たに設置する人流計測機器か
ら取得したデータ（以下「人流データ」
という。）を経営に活かす方策について
支援するとともに、デジタル技術の活用
について助言を行うことで、デジタル
データに基づく経営手法の導入モデルと
なる事例を創出し、他の商店街に展開す
ることで、地域商業の活性化を図るため
の事業を実施する。

R6.6 R7.3 24,222 24,222

高知市中心商店街のデジタル活用の推進
と、商店街のモデル店舗（15店舗）を
ピックアップしスキルの習得を実施し
た。併せて、モデル事例の普及を行っ
た。

・中心商店街のクルーズ船来高日や土曜
夜市、よさこい祭り等のイベント時の人
流データ分析や、各店舗におけるデータ
を基にした販促活動の効果検証を行っ
た。
・デジタルスキル研修６回、モデル店舗
の伴走支援により優良事例集をとりまと
めた。
・モデル店舗の実績報告会を開催し、事
業者52名に成功事例を展開した。

商工労働部 経営支援課
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23
中小企業制度金融
貸付金保証料補給
事業

物価高騰の影響により財務状況が悪化し
た中小企業者等が資金繰り支援等を目的
とした「経営改善支援融資」又は「安心
実現のための高知県緊急融資（経営力強
化保証枠）」を利用した場合、事業者の
負担軽減を図るため、保証料の一部を支
援する。

R6.4 R7.3 62,967 62,967

経営改善支援融資に関して、高知県信用
保証協会に対して保証料補給を実施。
「経営改善支援融資」
・融資実績：298件
      7,533,375千円
・保証料補給金額：59,511千円
「安心実現のための高知県緊急融資（経
営力強化保証枠）」
・融資実績：86件
      4,189,588千円
・保証料補給金額：3,456千円

物価高騰の影響により財務状況が悪化し
た県内事業者の資金繰り支援につながっ
た。

商工労働部 経営支援課

24
地域通貨普及促進
事業

キャッシュレス決済の普及及び県内にお
ける経済循環を促進し、物価高騰の影響
で経営が圧迫されている県内事業者の生
産性向上と地域経済の活性化を図るた
め、デジタル地域通貨の普及促進に向け
た取組を支援する。

R6.6 R7.3 110,797 110,797

高知信用金庫、土佐清水市、香美市に対
し、デジタル地域通貨の普及促進に向け
た取組を支援し、キャッシュレス決済の
普及及び県内における経済循環を促進。

高知信用金庫の加盟店数が1,936店舗→
3,002店舗へと増え、デジタル通貨の普
及に寄与した。
土佐清水市は、キャンペーン実施の効果
で月平均利用額が140％アップした。
香美市のアプリ利用者は300人増とな
り、ポイント付与人数は延68,042人と地
域活性化に寄与した。

商工労働部 経営支援課

25
働きやすい環境整
備事業

原油やエネルギー価格等の物価高騰によ
り影響を受けている県内の中小企業者又
は中小企業者等に対して、女性や高齢
者・外国人材をはじめとする働く意欲の
ある人が適材適所で活躍するために必要
な環境整備への取組を支援する。

R6.4 R7.3 183,618 183,588

女性や高齢者、外国人材等の多様な人材
が活躍できる環境整備に必要な経費を補
助。
・交付件数
（ハード）101件 175,044千円
（ソフト）35件 2,422千円

物価高騰の影響を受け、職場環境の整備
が十分に行き届かない県内事業者に対し
て支援を実施した結果、多様な人材が活
躍できる環境が整い、企業の人材確保・
定着につながった。

商工労働部 雇用労働政策課

26
園芸用ハウス整備
事業

物価高騰等の影響により厳しい状況にあ
る事業者に対して、園芸用ハウスの規模
拡大や高度化による経営改善を目指す農
業者の育成と新規就農者等が利用するハ
ウスの整備や中古ハウスの改良等を支援
する。

R6.4 R7.3 223,228 162,624

農協などが農業者に賃貸するハウスや、
市町村農業公社などが運営する研修用ハ
ウスの整備、災害により被害を受けたハ
ウス等の復旧及び中古ハウスの改良に対
して支援した。
・ハウス整備実績：9.24ha

経営規模の拡大やハウスの高度化により
経営改善を目指す農業者の育成や新規就
農者の確保を図るため、ハウスの整備や
中古ハウスの改良を支援し、園芸産地の
維持、強化につながった。

農業振興部 環境農業推進課
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27
農業就労環境整備
事業

物価高騰等の影響により厳しい状況にあ
る事業者に対して、現場で働く女性が働
きやすい環境を確保するための施設の改
修・設備導入や農作業労力を軽減する補
助器具の導入を支援する。

R6.7 R7.2 7,662 7,662

女性が働きやすい環境を確保するための
施設の改修・設備導入等への支援
・内容：トイレ、休憩スペース等
・交付件数：22件

物価高騰等の影響により厳しい状況にあ
る事業者に対して、女性の働きやすい環
境整備を支援したことで農業者の負担軽
減につながった。

農業振興部 環境農業推進課

28
四万十市鉄道経営
助成事業

物価高騰により厳しい経営状況が続くな
か、県民の日常生活に必要な公共交通を
維持するため、中村・宿毛線の経営安定
を支援する。

R6.4 R6.4 140,000 140,000

中村・宿毛線の経営安定のために国・
県・自治体補助金による特別利益を除く
計上損失額を支援
・140,000千円

物価高騰により厳しい経営状況が続くこ
とが見込まれる状況の中で、公共交通を
維持するために、国・県・自治体補助金
による特別利益を除く計上損失額を支援
した。

総合企画部 交通運輸政策課

29
安芸市鉄道経営助
成事業

物価高騰により厳しい経営状況が続くな
か、県民の日常生活に必要な公共交通を
維持するため、中村・宿毛線の経営安定
を支援する。

R6.4 R6.4 100,000 100,000

ごめん・なはりの経営安定のために国・
県・自治体補助金による特別利益を除く
計上損失額を支援
・100,000千円

物価高騰により厳しい経営状況が続くこ
とが見込まれる状況の中で、公共交通を
維持するために、国・県・自治体補助金
による特別利益を除く計上損失額を支援
した。

総合企画部 交通運輸政策課

30
航空路線維持対策
事業

原油・物価高騰の影響を受けた航空路線
の維持を図るため、高知龍馬空港への着
陸料及び航行援助施設利用料相当額を支
援する。

R6.4 R6.12 17,784 17,784

原油・物価高騰の影響を受けている航空
事業者に対して、高知龍馬空港への着陸
料及び航空援助施設利用料相当額を支援
・２事業者（17,784千円）

原油・物価高騰により、経営悪化の長期
化が見込まれる状況の中で、航空路線を
維持するために着陸料及び航空援助施設
利用料相当額を支援した。

総合企画部 交通運輸政策課

31
航空路線利用促進
事業

原油・物価高騰の影響を受けた航空路線
の維持を図るため、利用促進に向けた事
業にかかる経費について支援する。

R6.4 R7.3 14,201 14,201

原油・物価高騰の影響を受けている航空
事業者に対して、利用促進にかかる経費
を支援
・３事業者（14,201千円）

原油・物価高騰により、経営悪化の長期
化が見込まれる状況の中で、航空路線を
維持するために事業者の実施する利用促
進に向けた事業に対して支援した。

総合企画部 交通運輸政策課

35
食品加工業継続支
援事業

エネルギー価格上昇や物価高騰などによ
り影響を受けている水産製品製造業者や
漬物製造業者に対して、事業継続に必要
となる施設整備や機器等の購入に要する
費用を支援する。

R6.4 R7.2 4,994 4,994

食品衛生法の改正により、新たに営業許
可業種となった事業者が事業を継続する
ため、施設基準を満たすための食品加工
施設の整備及び改修、機器導入等に係る
経費を補助
・補助対象（交付先）：市町村
・交付件数：18市町村（80事業者）
※うち、漬物関連62事業者

事業者にとって対応が困難であった施設
整備や機器等の購入の支援につながり、
事業継続を後押しとなった。

産業振興推進
部

地産地消・外商課
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36
高知県地産外商公
社運営事業

エネルギー価格上昇や物価高騰などによ
り厳しい状況にある県内食品関連事業者
等の外商活動を支援するため、県産品の
販路開拓・販売拡大等に関する事業を行
い県内事業者の県産品の販売拡大に向け
た取り組みを支援している（一財）高知
県地産外商公社に対し、運営費及び活動
費を支援する。

R6.4 R7.3 103,555 103,502

・（一財）高知県地産外商公社がこれま
でに築いてきたネットワークを拡大し、
効果的、効率的な外商活動を展開
・関西アンテナショップの開設や外商
コーディネーターの配置に取り組み、外
商活動を強化

・地産外商公社を通じた成約件数:11,091
件
・地産外商公社が支援する企業の県外売
上額:653億円
・店舗における県産品等仕入れ額：3.8億
円

産業振興推進
部

地産地消・外商課

37
生産性向上アドバ
イザー派遣事業

原油やエネルギー価格等の物価高騰によ
り、県内製造業が影響を受けている中、
県内製造業の生産性向上の取組を進め、
生産量の増加・コスト削減につなげるた
め、生産性向上推進アドバイザーの実行
支援を実施する。

R6.4 R7.3 2,100 2,100

製造工程改善やコスト削減などの生産性
向上を目指す、県内製造業者にアドバイ
ザーを派遣し、生産性向上の取組を支援
した。
■派遣実績：182回（28社）

生産計画策定方法の見直しや動画マニュ
アル導入支援により作業時間の縮減、在
庫管理方法の見直しによる在庫量の削減
など事業者における生産性向上が図られ
た。

商工労働部 工業振興課

39
稲発酵粗飼料増産
促進事業

物価高騰等の影響により厳しい状況にあ
る事業者に対して、飼料コストの低減等
を図るため、稲発酵粗飼料等の生産拡
大・広域流通の促進に係る取組を支援す
る。

R6.8 R7.3 3,984 1,931

県内３つの耕畜連携協議会に対して生産
拡大及び広域流通を支援
・３協議会：3,984千円

稲発酵粗飼料（稲WCS）の収穫委託費用
及び稲WCSロールの運搬費用を支援する
ことで、WCS用稲の生産面積及び利用拡
大に寄与した。

農業振興部 畜産振興課

40
畜産経営災害対策
支援事業

物価高騰等の影響により厳しい状況にあ
る事業者の経営の安定化を図るため、家
畜の生命維持及び畜産物の品質維持のた
めに畜産農家が行う機器等の導入・設置
に係る経費を支援する。

R6.12 R7.3 75,792 75,792

畜産農家に南海トラフ巨大地震発生に備
える防災対策機器を整備した。
・貯水タンク15戸(保有率49.6→54.8%)
・非常用電源33戸(保有率27.4→46.7%)

機器の整備により、南海トラフ巨大地震
への畜産農家における防災対策が強化さ
れた。 農業振興部 畜産振興課

41

県産材外商拡大総
合支援事業（県産
材共同輸送推進事
業）

燃油価格の高騰を背景として、輸送コス
トの削減等を目的とした共同輸送体制構
築にかかる経費を支援する。

R6.4 R7.3 9,060 8,411

県内木材センターによる共同輸送体制の
構築にかかる掛かり増し経費を支援
・共同輸送便数：112便
・補助金交付額：9,060,040円

燃油価格の高騰に伴う輸送コストの増大
により、製材業者の経営状況の悪化が見
込まれる中、共同輸送便の構築により、
製材業者の輸送コスト低減に資すること
ができた。

林業振興・環
境部

木材産業振興課

48
特別高圧電気料高
騰緊急支援事業

エネルギー価格高騰の影響により、電気
料金の負担が増加しているにも関わら
ず、国の電気料金負担軽減措置の対象外
になっている特別高圧電力を使用する県
内事業者を支援する。

R6.8 R7.3 26,878 26,878

特別高圧電力を使用する県内の鉱工業
者、商業施設（テナント含む）に対し、
国の支援と同期間、電力使用量に応じた
負担軽減措置を実施。
対象期間：R6.8月～R6.10月
交付対象：31事業所
対象期間：R7.1月～R7.3月
交付対象：29事業所

特別高圧電力を使用する県内事業者の電
気料金の負担を軽減し、事業運営を支援
した。

商工労働部 商工政策課
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49
LPガス料金高騰対
策支援事業

ＬＰガス料金の高騰による消費者の負担
軽減を図るため、LPガス料金の値引きを
実施する。

R7.1 R7.9 293,795 260,191

R7年2月から3月までのLPガス使用料金
２ヶ月分において料金の一部を補助。
一般社団法人高知県ＬＰガス協会への補
助。

LPガス料金高騰により一般消費者等の生
活費が圧迫されていたが、補助により生
活者支援に繋がった。 危機管理部 消防政策課

50
訪問介護事業所緊
急支援事業

小規模な訪問介護事業所を対象にガソリ
ン価格高騰による介護事業費用増額相当
分を支援する。

R7.1 R7.6 4,110 4,110
訪問介護事業所に対して給付金を給付。
・訪問介護事業所 54事業所

小規模事業者におけるガソリン価格高騰
による負担を軽減することができた。

子ども・福祉
政策部

長寿社会課

51
私立学校給食費高
騰支援事業

コロナ禍において物価高騰等に直面する
生活者を支援するため、児童が喫食する
学校給食費の保護者負担増額分を支援す
る。

R6.4 R7.4 376 376

学校給食を実施する学校を支援
・小学校：１校（376千円）
 （生徒分のみ、１食あたり30円）

感染症による学校給食費の高騰に直面す
る保護者を支援し、負担を軽減した。

文化生活部 私学・大学支援課

52
特別高圧電気料高
騰緊急支援事業

エネルギー価格高騰の影響により、電気
料金の負担が増加しているにも関わら
ず、国の電気料金負担軽減措置の対象外
になっている特別高圧電力を使用する県
内事業者を支援する。

R6.8 R7.6 30,261 27,352

※No.48と同様 ※No.48と同様

商工労働部 商工政策課

53
畜産経営体質強化
緊急支援事業

物価高騰の影響により厳しい状況にある
畜産農家に対して、負担軽減を実施し、
飼料コスト削減や生産性向上による経営
体質強化を図るため、配合飼料価格生産
者負担額上昇分の一部を支援する。

R7.1 R7.8 40,684 32,547

県内の畜産農家に対して、配合飼料価格
の生産者負担額の増加分を購入数量また
は契約数量に応じて支援
・畜産農家133戸：40,684千円

輸入飼料の影響を受けにくい、畜産経営
へと構造転換するための対策に取り組む
畜産農家の、配合飼料価格の生産者負担
を軽減することで、経営体質強化に寄与
した。

農業振興部 畜産振興課

54
県立学校給食費高
騰支援事業

物価高騰に伴う学校給食費の増額分に対
して負担軽減を図るため、保護者等に対
して必要な経費を支援する。

R6.4 R8.3 3,861 3,861
・県立中学校１校
・県立特別支援学校11校

給食の質の低下防止や保護者等の費用負
担軽減につながった。 教育委員会

高等学校課
特別支援教育課

55
医療施設等物価高
騰緊急対策事業

物価高騰が継続している状況においても
医療サービスの提供を継続するため、光
熱費等物価高騰分の経費を、医療機関等
の施設規模に応じて給付金を支給する。

R7.1 R7.5 80,664 64,531

医療施設等に対し給付金を支給
・支給施設数：526施設
・給付金額：77,032,000円
・給付事務委託料：3,533,750円
・事務費：98,120円

給付金の支給により、医療施設等におけ
る医療サービス等の提供の継続を支援す
ることができた。 健康政策部 医療政策課

56
社会福祉施設等物
価高騰緊急対策事
業

食材費、光熱費、燃料費の物価高騰によ
る影響を受けながらもサービス等の安定
な提供を継続している社会福祉施設等を
支援する。

R7.3 R7.8 30,926 17,225

社会福祉施設等の設置者の食材費、光熱
費、燃料費を給付金で支援
・336法人等

エネルギー価格の高騰を受けて増加した
社会福祉法人等の食材費、光熱費、燃料
費負担を軽減した。

子ども・福祉
政策部

長寿社会課
障害福祉課
子ども家庭課
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57
ひとり親世帯特別
生活支援事業

物価高騰による影響が特に大きい低所得
のひとり親世帯を支援する。

R7.3 R7.8 29,057 23,245

食費等物価高騰の影響を特に大きく受け
るひとり親世帯を支援。
令和7年2月分の児童扶養手当受給者（県
内町村分のみ）
・支給児童数 1,443人（894世帯）
・単価：児童1人につき20,000円
・交付額：28,860,000円

食費等物価高騰の影響を受けたひとり親
世帯に対する給付金の支給により、ひと
り親世帯の負担を軽減することができ
た。

子ども・福祉
政策部

子ども家庭課

58
私立学校電気料等
高騰緊急支援事業

エネルギー価格高騰の影響を受けた私立
学校の費用負担の軽減を図り、学校運営
の健全化に資するため、光熱費に対して
給付金を支給する。

R7.3 R7.4 1,231 1,231

私立高等学校、中学校、小学校、特別支
援学校、専修学校の設置者の電気料負担
及びガス料負担を支援
・23法人等（1,231千円）

エネルギー価格の高騰を受けて増加した
学校法人等の電気料負担及びガス料負担
を軽減した。

文化生活部 私学・大学支援課

59
施設園芸燃油等高
騰緊急対策事業

①原油やエネルギー価格等の物価高騰に
より、施設園芸の経営を圧迫している暖
房コスト（重油、灯油、LPガス及び木質
バイオマス燃料）に対して、定額給付金
で支援する。

R7.3 R7.9 191,124 151,381

施設園芸燃油等高騰緊急対策給付金事務
委託料 191,124千円
（内訳）
  ・燃油・ガス：180,692千円
  ・木質バイオマス燃料：10,433千円
委託先：高知県農業協同組合等

原油やエネルギー価格等の高騰により、
施設園芸の経営を圧迫している加温コス
ト（重油、灯油、LPガス及び木質バイオ
マス燃料）に対して、農業経営体
（2,552経営体）へ給付金支援を行い、
農業経営の安定が図られた。

農業振興部 環境農業推進課

61
燃油等高騰緊急対
策事業

燃油及び配合飼料価格の高騰が続く中
で、漁業生産の拡大及び漁業経営の安定
化に資する取組を後押しするため、燃油
等の価格上昇分の一部を支援する。

R7.3 R7.12 72,368 57,894

 国のセーフティネット構築事業による
補填発動時の漁業者負担の 1/4相当額を
支援した。
 燃油に関しては416経営体、飼料に関
しては52経営体が事業を活用した。

 国のセーフティネット構築事業による
補填発動時の漁業者負担額の一部を支援
することにより、燃油及び配合飼料価格
高騰の影響を緩和することができた。

農業振興部 環境農業推進課

63
露地園芸有望品目
導入支援事業

①物価高騰の影響を受ける農業者に対し
て、露地園芸品目の導入による産地形成
による構造転換に向けて必要な検討会の
開催や機械整備等の取組を支援する。

R6.12 R7.4 10,211 745

露地園芸品目の生産拡大に向けた農業用
機械の整備を支援
・交付先：農業者の組織する団体(1団体)
・交付額：745千円

露地園芸品目の規模拡大や省力化を目指
す農業者を支援することで、物価高騰の
厳しい状況にある露地園芸の産地強化に
寄与した。

農業振興部
農業イノベーション推進
課

64
乳用後継牛確保対
策事業

飼料価格の高騰により厳しい経営状況に
ある酪農家に対して、安定的な生乳生産
と増産意欲の向上を図り、高能力な後継
牛を効率的に確保するために性判別精液
の購入に係る経費を支援する。

R6.4 R7.4 1,782 1,782

酪農家が性判別精液を利用した本数に応
じて奨励金を交付した。
・対象農家数：25戸
・本数：759本

高能力な後継牛を効率的に確保し、安定
的な生乳生産と酪農家の増産意欲の向上
につながった。

農業振興部 畜産振興課
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65
小規模鶏舎整備事
業

飼料価格やエネルギー価格等高騰の影響
を受ける事業者に対して、生産基盤の維
持・拡大による経営改善を図るために畜
産農家が行う飼養管理施設整備に係る経
費を支援する。

R6.7 R7.4 1,387 1,387

資材高騰の影響を受ける畜産農家が行う
飼養管理施設整備を支援
・交付件数：２件（土佐ジロー鶏舎整
備）
・交付額：1,387,000円

物価高騰等により経営悪化の長期化が見
込まれる危機的状況の中、迅速に支援し
たことで、畜産農家の経営継続に対する
意欲が向上し、生産基盤の維持・拡大に
つながった。

農業振興部 畜産振興課

68
高知新港コンテナ
利用促進事業

船主や事業者が原油・物価高騰の影響を
受けている中、高知新港へ寄港する船主
や輸出入等をした荷主へ支援する。

R6.4 R7.5 7,540 7,540

原油・物価高騰の影響を受けている荷主
に対する支援
・10件

高知新港の実入りコンテナ数の実績が前
年比で3.4％増となった。

土木部 港湾振興課

69
高知県産業振興推
進総合支援事業

エネルギー価格上昇や物価高騰などによ
り影響を受けている事業者に対して、生
産体制の強化や販路拡大等に必要となる
施設・設備等整備費用を支援する。

R6.4 R7.8 54,980 4,980

生産体制の強化や販路拡大等に必要な施
設整備等の支援を行った。
交付件数：1件
補助金額：4,980千円

加工施設の増築、設備の導入などの取り
組みにより、県内外への販路拡大が図ら
れ、雇用の創出や所得の向上が見込まれ
る。

産業振興推進
部

産業政策課

※実施計画に記載しているが、交付金を充当しなかった事業等があるため、欠番号がある。

※金額については千円未満を四捨五入しているため、金額が合わない場合がある。
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